
 

 

2015 年 11 月 21 日  

株式会社海外交通・都市開発事業支援機構  

 

米国テキサス州高速鉄道事業への支援決定  

 

株式会社海外交通・都市開発事業支援機構（以下「JOIN」）（東京都千代田

区）は、米国テキサス州において高速鉄道の開発事業（資金調達、用地取得、

詳細設計等）を進めている米国の民間企業 TCP（テキサス・セントラル・パートナ

ーズ）に 40 百万米ドル（約 49 億円）を出資することを決定し、11 月 21 日に国土

交通大臣の認可を得ました。 

本鉄道事業は、テキサス州のダラスとヒューストンを高速鉄道で結ぶ民間プロ

ジェクト（延長約 385km、所要時間約 90 分、両端含め 3 駅）で、事業主体である

TCP は、東海道新幹線システムをベースとした技術（N700－I Bullet）を採用する

ことを前提としています。 

テキサス州（人口約 2515 万人）は、全米第 2 位の人口規模で、年率約 3％の

経済成長が今後も見込まれています。特に人口が集中するダラス都市圏（約 643

万人）とヒューストン都市圏（約 592 万人）間は、将来的に大きな交通需要が見込

まれています。 

本鉄道事業は、調査・プロモーション段階、開発段階、建設・運営段階の順に

進められており、今回の支援は開発段階に出資・事業参画をするものです。これ

により、現在進行中の当該路線における我が国新幹線システム導入の流れを後

押しすることを期待しています。 

特に、高速鉄道になじみのない米国において、本鉄道事業が日本の新幹線

のショーケースとなるとともに、他の地域、国における日本の新幹線システムの海

外展開促進にも大きく寄与することを期待しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

【海外交通・都市開発事業支援機構（JOIN）】 

JOIN は、海外のインフラ市場への日本企業の参入を促進するとともに、これに

伴う我が国オペレーター、関連機器メーカー等のビジネスチャンスを拡大するた

め、海外インフラプロジェクトに民間企業と共同で出資を行うほか、相手国政府等

との交渉を行うこと、日本の技術と経験をプロジェクトに活かすための人的支援を

行うこと等を役割として、昨年 10 月 20 日に、政府及び民間企業の出資により設

立されました。 

 

 

（問い合わせ先）   ㈱海外交通・都市開発事業支援機構 事業推進部  

              伊藤 

TEL：03-5293-6700 

FAX：03-3218-5561 


